
１ 歳入　地方消費税交付金 1,835,000千円のうち、社会保障財源化分 1,000,909千円

２ 歳出　社会保障４経費、その他社会保障施策に要する経費 12,037,414千円

（単位：千円）

３款１項２目
　障害者福祉費 2,169,954 1,565,150 604,804 88,570

３款１項３目
　老人福祉費 285,429 130,293 155,136 22,719

３款１項４目
　福祉医療費 542,629 245,094 297,535 43,572

３款２項
　児童福祉費 5,124,832 2,254,602 2,870,230 420,328

３款３項
　生活保護費 670,617 464,669 205,948 30,160

小　計 8,793,461 4,659,808 4,133,653 605,349

３款１項５目
　介護保険事務費 929,889 29,850 900,039 131,805

３款１項７目
　国民健康保険総務費 493,006 230,725 262,281 38,410

３款１項８目
　後期高齢者医療運営費 941,302 135,000 806,302 118,078

小　計 2,364,197 395,575 1,968,622 288,293

４款１項１目
　保健衛生総務費 111,769 24,469 87,300 12,785

４款１項２目
　予防費 342,294 415 341,879 50,066

４款１項３目
　保健対策費 273,944 50,418 223,526 32,734

４款１項４目
　母子保健費 151,749 71,975 79,774 11,682

小　計 879,756 147,277 732,479 107,267

12,037,414 5,202,660 6,834,754 1,000,909

※２　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分の上、充
　　当しています。

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　地方消費税交付金のうち社会保障財源化分（消費税率引き上げ分）については、社会
保障４経費（年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に
要する経費）、その他社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　令和７年度一般会計予算における充当状況は、次のとおりです。
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※１　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、地方消費税交付金の令和７年度予算額の２２分の１２
　　に相当する額としています。


